
 
 

審査基準等一覧 
（消防法令等に基づくもの）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鎌倉市消防本部  
  



処 分 等 法 令 別 総 括 表 

法令の名称 鎌倉市火災予防条例 課等名 予防課予防担当 

№ 条 項 号 許認可等事項名 

処分等の区分 帳 票 
の有無 
・ 

帳 票 
番 号 

申請に
対する
処 分 

審査
基準
設定 

標準
処理
期間 

不利益 
 

処 分 

処分 
 

基準 
届出 

行政 
 

指導 

１ 23 １  禁止行為の解除承認 ○ ○ ○      

２ 
23 
の 
２ 

１  
禁止行為の解除承認 
（文化財保護等に関
するもの） 

〇 〇 〇      

３ 48 １  
少量危険物等タンク
の検査合否 

○ ○ ○      

             

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 
    課等名 消防本部予防課  №  １ 
     
許 認 可 等 事 項 名  禁止行為解除の承認 

根拠法令及び条項  火災予防条例第２３条第１項 

審 
 
 
査 

 
 
基 

 
 
準 

関 係 条 項  火災予防条例施行規則第８条 

基 準 
（未設定の場合 
 はその理由） 

 別紙「審査基準」による 

参 考 事 項  喫煙、裸火使用または危険物物品持ち込み禁止場所の指定 
（昭和６０年４月１日消本告示第１号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 
 
準 

 
処 

 
理 

 
期 

 
間 

標 準 処 理 期 間 
（未設定の場合 
 はその理由） 

 総日数 ７日（休日を含まない） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 
 
 
 
 
査 

 
 
 
 
基 

 
 
 
 
準 

基 準   

 



劇  場 等  審  査  基 準  

指定場所  禁止行為  審  査  基  準  

舞  台  喫  煙  

１  演技上必要なものに限ること。  

２  喫煙設備を設けること。  

３  消火器を設けること。  

４  従業員等による監視体制が講じられているこ

と。  

舞台･客席  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裸火使用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  周囲及び上方の可燃物から安全な距離が確保

できること。  

２  可燃物の転倒又は落下等のおそれがないこと。 

３  従業員等による監視、消火等の体制が講じられ

ていること。  

４  使用者が裸火使用を容易に停止できる措置が

講じられていこと。  

５  消火器を設けること。  

６  承認範囲は、次によること。  

(1) 電気を熱源とする火気使用設備器具及びそ

の他の機器  

(2) 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具（カ

ートリッジ式器具に限る。）  

(3) 液体又は固体燃料を消費する火気使用設備

器具及びその他の機器で、次の要件を満たすも

の  

ア  舞台で、演技上必要なものに限ること。  

イ  危険物は、引火点が 40度以上、かつ、消費

量が 100㏄以内であること。  

ウ  危険物は、漏れ、あふれ、又は飛散しない

よう措置を講じてあること。  

エ  火炎を有するものは、火炎の長さがおおむ

ね 20㎝以内であること。  

オ  燃焼の炎は、安定継続するものであること。 

カ  燃焼に際し、火の粉が発生しないこと。  

(4) 火薬類を消費する場合は、次の要件を満たす

もの  

ア  飛散した火花が燃えつきるものであるこ

と。  

イ  火炎を有するものは、火炎の長さがおおむ

ね 20㎝以内であること。  

ウ  煙火は、固定して消費すること。（クラッ

カー、拳銃等の形態による消費を除く。）  

エ  飛しょうする煙火は、認められないこと。  

オ  火薬類取扱いに関する知識及び技術を有す

る専従員が取り扱うこと。  

カ  吹き出し煙火は、噴き出し花火の審査基準



 

 

 

 

 

 

裸火使用  

表によること。  

(5) その他の裸火  

ア  固体の衝撃摩擦又は電気による火花を発生

するものは、火花の飛散距離が２ｍ以内であ

ること。  

イ  火炎を有するものは、火炎の長さがおおむね

20㎝以内であること。  

ウ  瞬間的に燃焼する炎の大きさは、必要最小

限とすること。  

７  直接屋外に解放された場所における使用につ

いては、特性及び性能が確認できるものであっ

て、演技上必要最小限の範囲であること。  

 

 

舞台･客席  

危険物品

の持ち込

み  

１  従業員等による監視体制が講じられているこ

と。  

２  消火器を設けること。  

３  承認範囲は、次によること。  

(1) 危険物  

危政令別表第３に定める指定数量の 100分の

１未満であること。  

(2) 可燃性固体類及び可燃性液体類  

火災予防条例別表第２に定める数量の 100分

の１未満であること。  

(3) 可燃性ガス容器（ガス法の適用を除外される

液化ガスに限る。）  

ガス総質量 0.5㎏に相当する個数未満である

こと。  

(4) 火薬類（打上げ煙火を除く煙火に限る。）  

火薬類の原料をなす火薬又は爆薬の量によ

り、１回の使用につき、次に掲げる個数未満で

あること。  

ア  0.1ｇ以下のものは、 50個  

イ  0.1ｇを超え 15ｇ以下のものは、 10 個  

４  直接屋外に開放された場所における持込みに

ついては、裸火使用の項７によること。  

 

 

 

公衆の出

入りする

部分  

 

 

 

 

 

 

 

危険物品

の持ち込

み  

 

 

 

 

１  従業員等による監視体制が講じられているこ

と。  

２  消火器を設けること。  

３  承認範囲は、次によること。  

(1) 危険物  

危政令別表第３に定める指定数量の 20分の１

未満であること。  

(2) 可燃性固体類及び可燃性液体類  

火災予防条例別表第２に定める数量の 20分の

１未満であること。  



公衆の出

入りする

部分  

危険物品

の持ち込

み  

(3) 可燃性ガス容器（ガス法の適用を除外される

液化ガスに限る。）  

ガス総質量５㎏に相当する個数未満である

こと。  

 

噴 き 出 し  花 火  の 審 査 基 準  

 

飲  食 店  等  審  査 基  準  

指定場所  禁止行為  審  査  基  準  

舞  台  裸火使用  

１  実験により特性の確認を行うこと。  

２  煙火は、固定して消費すること。  

３  飛散した火花が燃えつきるものであること。  

４  火花の飛散範囲は２ｍ以内であること。  

５  火花の飛散範囲内及びその範囲から周囲２ｍの

床面を防火性能を有する材料（不燃性のシート、

準不燃材料等）で覆うこと。  

６  火花の飛散範囲内及びその範囲から上方４ｍ、

周囲２ｍ以内には、可燃物を置かないこと。  

７  火花の飛散範囲内に演技者等がいないこと。  

８  火花の飛散範囲から６ｍ以内に観客がいないこ

と。  

９  消費中の煙火は、移動しないこと。  

10 煙火消費後、排煙の措置を講ずること。  

11 消火器を増設するほか、屋内消火栓設備の使用

準備をすること。  

12 火薬類取扱いに関する知識及び技術を有する専

従員が取り扱うこと。  

指定場所  禁止行為  審  査  基  準  

 

 

 

 

 

 

 

舞  台  

 

 

 

 

 

 

 

喫  煙  

１  演技上必要なものに限ること。  

２  喫煙設備を設けること。  

３  消火器を設けること。  

４  従業員等による監視体制が講じられているこ

と。  

 

 

 

 

裸火使用  

 

 

 

 

 

１  周囲及び上方の可燃物から安全な距離が確保で

きること。  

２  可燃物の転倒又は落下等のおそれがないこと。  

３  従業員等による監視、消火等の体制が講じられ

ていること。  

４  使用者が裸火使用を容易に停止できる措置が講

じられていること。  

５  消火器を設けること。  

６  承認範囲は、次によること。  

(1) 電気を熱源とする火気使用設備器具及びその



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

舞  台  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裸火使用  

 

他の機器  

(2) 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具（カ

ートリッジ式器具に限る。）  

(3) 火薬類を消費する場合は、次の要件を満たす

もの  

ア  飛散した火花が燃えつきるものであるこ

と。  

イ  火炎を有するものは、火炎の長さがおおむ

ね 20㎝以内であること。  

ウ  煙火は、固定して消費すること。（クラッカ

ー、拳銃等の形態による消費を除く。）  

(4) その他の裸火  

ア  固体の衝撃摩擦又は電気による火花を発生

するものは、火花の飛散距離が２ｍ以内であ

ること。  

イ  火炎を有するものは、火炎の長さがおおむ

ね 20㎝以内であること。  

ウ  瞬間的に燃焼する炎の大きさは、必要最小

限とすること。  

危険物品

の持ち込

み  

１  従業員等による監視体制が講じられているこ

と。  

２  消火器を設けること。  

３  承認範囲は、次によること。  

(1) 危険物  

危政令別表第３に定める指定数量の 100分の

１未満であること。  

(2) 可燃性固体類及び可燃性液体類  

火災予防条例別表第２に定める数量の 100分

の１未満であること。  

(3) 可燃性ガス容器（ガス法の適用を除外される

液化ガスに限る。）ガス総質量 0.5㎏に相当する

個数未満であること。  

(4) 火薬類（打上げ煙火を除く煙火に限る。）  

火薬類 の原料 をな す火薬 又は爆 薬の 量によ

り、１回の使用につき、次に掲げる個数未満であ

ること。  

ア  0.1ｇ以下のものは、 50 個  

イ  0.1ｇを超え 15ｇ以下のものは、 10 個  

 

 

公衆の出

入りする

部分  

 

 

 

危険物品

の持ち込

み  

 

１  従業員等による監視体制が講じられているこ

と。  

２  消火器を設けること。  

３  承認範囲は、次によること。  

(1) 危険物  

危政令別表第３に定める指定数量の 20分の１



 

車両の停車場、船舶・航空機の発着場審査準  

 

百 貨 店 等 審 査  基 準（その１）  

 

 

 

公衆の出

入りする

部分  

 

 

 

危険物品

の持ち込

み  

未満であること。  

(2) 可燃性固体類及び可燃性液体類  

火災予防条例別表第２に定める数量の 20分の

１未満であること。  

(3) がん具用煙火（クラッカーに限る。）  

(4) 可燃性ガス容器（ガス法の適用を除外される

液化ガスに限る。）  

ガス総質量５キログラムに相当する個数未満

であること。  

指定場所  禁止行為  審  査  基  準  

車両の停

車場、船

舶・航空

機の発着

場  

危 険 物 品

の 持 ち 込

み  

１  従業員等による監視体制が講じられているこ

と。  

２  消火器を設けること。  

３  承認範囲は、次によること。  

(1) 危険物  

危政令別表第３に定める指定数量の 20分の１

未満であること。  

(2) 可燃性固体類及び可燃性液体類  

火災予防条例別表第２に定める数量の 20分の

１未満であること。  

(3) がん具用煙火（クラッカーに限る。）  

(4) 可燃性ガス容器（ガス法の適用を除外される

液化ガスに限る。）  

ガス総質量５㎏に相当する個数未満であるこ

と。  

指定場所  禁止行為  

審  査  基  準  

大規模な百貨店等（床面

積の合計が 3,000㎡以上

の場合）  

床面積の合計が 3,000㎡

未満の場合  

 

 

 

売  場  

 

 

 

 

 

 

 

 

裸火

使用  

 

 

 

 

 

 

 

電

気  

 

 

 

 

１  使用する場所は、食料品の陳列販売部分以外で

あること。  

２  周囲及び上方の可燃物から安全な距離が確保で

きること。  

３  可燃物の転倒、落下等のおそれのないこと。  

４  従業員等による監視、消火、使用後の点検等の体

制が講じられていること。  

５  消火器を設けること。  

６  出入口（道路又は広場に面する出入口をいう。以



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売  場  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裸火

使用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電

気  

下同じ。）及び階段等（階段室内、避難器具設置場

所若しくは避難の用に供する渡り廊下をいう。以

下同じ。）から水平距離５ｍ以上離れていること

（不燃材料で造った壁で防火上有効にしゃ断する

等の措置を講じた場合を除く。）。  

７  危険物品その他の易燃性の可燃物から水平距離

５ｍ以上離れていること（不燃材料で防火上有効

にしゃ断する等の措置を講じた場合を除く。）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気

体

・

個

体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  電気の項１から７ま

でによるほか、次の範

囲に限ること｡ 

(1) 気体燃料を熱源と

する火気使用設備器

具  

ア  消費量は１個に

つき 58㎾以下、総

消費量は同一承認

単位内に存する通

常顧客が出入りす

る部分と合算して

175㎾ 以 下 で あ る

こと。  

イ  ガス過流出防止

装置又はガス漏れ

早期発見のための

装置が設置されて

いること（カート

リッジ式器具を除

く｡）。  

ウ  液化ガスは、カ

ートリッジタイプ

の燃料容器である

こと｡ 

(2) 固体燃料を熱源と

する火気使用設備器

具  

使 用 量 は ､同 一 承

認単位内に存する通

常顧客が出入りする

部 分 と 合 算 し て ､１

日 に つ き 木 炭 15㎏ ､

練炭 10㎏､豆炭５㎏､

その他の固体のもの

５ ㎏ 以 下 で あ る こ

１  電気の項１から７ま

でによるほか、次の範

囲に限ること｡ 

(1) 気体燃料を熱源と

す る 火 気 使 用 設 備 器

具  

ア  消 費 量 は １ 個 に

つき 58㎾以下、総

消費量は同一承認

単位内に存する通

常顧客が出入りす

る部分と合算して

175㎾ 以 下 で あ る

こと。  

イ  ガス過流出防止

装置又はガス漏れ

早期発見のための

装置が設置されて

いること｡(カート

リッジ式器具を除

く｡) 

ウ  液化ガスは、カ

ートリッジタイプ

の燃料容器である

こと｡ 

(2) 固体燃料を熱源と

する火気使用設備器

具  

使 用 量 は ､同 一 承

認単位内に存する通

常顧客が出入りする

部 分 と 合 算 し て ､１

日につき木炭 15㎏、

練炭 10㎏、豆炭５㎏、

その他の固体のもの

５ ㎏ 以 下 で あ る こ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売  場  

 

 

 

 

 

 

 

 

裸火

使用  

 

 

 

 

 

 

気

体

・

個

体  

 

と｡ 

２  使用 す る場 所 は ､次

によること｡ 

(1) 売場外周部に隣接

して防火区画されて

いること。  

(2)  一 の 階 に １ 箇 所

(使 用 す る 場 所 が 連

続的に複数ある場合

は ､そ の 一 団 を １ 箇

所とみなす｡)である

こと｡ 

(3) 区画の面積は､150 

㎡以下であること｡ 

(4) スプリンクラー設

備又は自動消火装置

が設けられているこ

と｡ 

と｡ 

２  使用 す る場 所 は ､不

燃 区 画 さ れ て い る こ

と｡ 

危険物品

の持ち込

み  

１  従業員等による監視体制が講じられているこ

と。  

２  消火器を設けること。  

３  出入口及び階段等から水平距離３ｍ（危険物の

場合にあっては６ｍ）以上離れていること（耐火

構造の壁で防火有効にしゃ断する等の措置を講じ

た場合を除く。）。  

４  火気使用場所から水平距離５ｍ以上離れている

こと（不燃材料で防火上有効にしゃ断する等の措

置を講じた場合を除く。）。  

５  保管については密栓を行い、他の物品と隔離す

ること。  

６  承認範囲は、同一承認単位内に存する通常顧客

の出入りする部分と合算して、次によること。  

(1) 危険物  危政令別表第３に定める指定数量の

10分の１未満であること。  

(2) 可燃性固体類及び可燃性液体類  火災予防条

例別表第２に定める数量の 10分の１未満である

こと。  

(3) 可燃性ガス容器（ガス法の適用を除外される

液化ガスに限る。）  ガス総質量５㎏に相当す

る個数未満であること。  

７  危険物、可燃性固体類又は可燃性液体類の煮沸

行為を行う場所は、裸火使用の項気体・固体の項

２によること。  



 

 

百 貨 店 等 審 査  基 準（その２）  

 

屋 内 展  示 場 審  査 基 準  

指定場所  禁止行為  審  査  基  準  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公衆の出

入りする

部分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裸火使用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  周囲及び上方の可燃物から安全な距離が確保で

きること。  

２  可燃物の転倒又は落下等のおそれがないこと。  

３  従業員等による監視、消火等の体制が講じられ

ていること。  

４  使用者が裸火使用を容易に停止できる措置が講

じられていること。  

５  消火器を設けること。  

６  出入口及び階段等から水平距離５ｍ以上離れて

いること。（不燃材料で造った壁で防火上有効に

しゃ断する等の措置を講じた場合を除く）。  

７  危険物品その他の易燃性の可燃物から水平距離

５ｍ以上離れていること（不燃材料で防火上有効

にしゃ断する等の措置を講じた場合を除く）。  

８  承認される範囲は、次によること。  

(1) 電気を熱源とする火気使用設備器具及びその

他の機器  

(2) 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具  

ア  消費量は１個につき 58㎾以下、総消費量は

175㎾以下であること。  

イ  ガス過流出防止装置又はガス漏れ早期発見

のための装置が設置されていること（カート

リッジ式器具を除く｡）。  

ウ  液化ガスは、カートリッジタイプの燃料容

器であること｡ 

(3) 液体燃料を熱源とする火気使用設備器具及び

その他の機器  

展示に伴う実演に限るもので必要最小限とす

る。  

(4) 固体燃料を熱源とする火気使用設備器具及び

その他の機器  

展示に伴う実演に限るもので必要最小限とす

る。  

(5) 火炎を有するものは、火炎の長さがおおむね

10㎝以内であること。  



 

ス タ ジ オ 審 査  基 準  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公衆の出

入りする

部分  

危険物品

の持ち込

み  

１  従業員等による監視体制が講じられているこ

と。  

２  消火器を設けること。  

３  出入口及び階段等から水平距離３ｍ（危険物（危

険物の規制に関する規則第 44条第２項から第５項

までに定めるものを除く。）の場合にあっては６

ｍ）以上離れていること（耐火構造の壁で防火上

有 効 に し ゃ 断 す る 等 の 措 置 を 講 じ た 場 合 を 除

く。）。  

４  火気使用場所から水平距離５ｍ以上離れている

こと（不燃材料で防火上有効にしゃ断する等の措

置を講じた場合を除く。）。  

５  保管については密栓を行い、他の物品と隔離す

ること。  

６  承認される範囲は、次によること。  

(1) 危険物  

危険物の規制に関する政令別表第３に定める

指定数量の 10分の１未満であること。  

(2) 可燃性固体類及び可燃性液体類  

火災予防条例別表第２に定める数量の 10分の

１未満であること。  

(3) 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法の適用を除

外される液化ガスに限る。）  

ガス総質量５㎏に相当する個数未満であるこ

と。  

指定場所  禁止行為  審  査  基  準  

 

 

 

 

 

 

撮影用セ

ットを設

ける部分  

 

 

 

 

 

 

喫  煙  

１  演技上必要なものに限ること。  

２  喫煙設備を設けること。  

３  消火器具を設けること。  

４  従業員等による監視体制が講じられているこ

と。  

 

 

 

 

裸火使用  

 

 

 

 

 

１  周囲及び上方の可燃物から安全な距離が確保で

きること。  

２  可燃物の転倒又は落下等のおそれがないこと。  

３  従業員等による監視、消火等の体制が講じられ

ていること。  

４  使用者が裸火使用を容易に停止できる措置が講

じられていること。  

５  消火器具を設けること。  

６  承認される範囲は次によること。  

(1) 電気を熱源とする火気使用設備器具及びその



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撮影用セ

ットを設

ける部分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裸火使用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他の機器  

(2) 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具  

ア  消費量は１個につき 58㎾以下、総消費量は

175㎾以下であること。  

イ  ガス過流出防止装置又はガス漏れ早期発見

のための装置が設置されていること（カート

リッジ式器具を除く｡）。  

ウ  液化ガスは、カートリッジタイプの燃料容

器であること｡ 

(3) 液体または固体燃料を消費する火気使用設備

器具及びその他の機器は、次の要件をみたす場

合に限ること。  

ア  演技上必要なものに限ること。  

イ  危険物は、引火点が 40度以上、かつ、消費量

が 100㏄以内であること。  

ウ  危険物は、漏れ、あふれ、又は飛散しないよ

う措置を講じてあること。  

エ  火炎を有するものは、火炎の長さがおおむ

ね 20㎝以内であること。  

オ  燃焼の炎は、安定継続するものであること。 

カ  燃焼に際し、火の粉が発生しないこと。  

(4) 火薬類を消費する場合は、次の要件を満たす

もの  

ア  飛散した火花が燃えつきるものであるこ

と。  

イ  火炎を有するものは、火炎の長さがおおむ

ね 20㎝以内であること。  

ウ  煙火は、固定して消費すること。（クラッカ

ー、拳銃等の形態による消費を除く。）  

エ  飛しょうする煙火は、認められないこと。  

オ  火薬類取扱いに関する知識及び技術を有す

る専従員が取り扱うこと。  

カ  吹き出し煙火は、噴き出し花火の審査基準

表によること。  

(5) その他の裸火  

ア  固体の衝撃摩擦又は電気による火花を発生

するものは、火花の飛散距離が２ｍ以内であ

ること。  

イ  火炎を有するものは、火炎の長さがおおむ

ね 20㎝以内であること。  

ウ  瞬間的に燃焼する炎の大きさは、必要最小

限とすること。  



 

噴き出し煙火の審査基準  

 

 

 

 

 

 

 

 

   

撮影用セ

ットを設

ける部分  

危険物品

の持ち込

み  

１  従業員等による監視体制が講じられていること。 

２  消火器具を設けること。  

３  承認範囲は、次によること。  

(1) 危険物  

危険物の規制に関する政令別表第３に定める

指定数量の 100分の１未満であること。  

(2) 可燃性固体類及び可燃性液体類  

火災予防条例別表第２に定める数量の 100分の１

未満であること。  

(3) 可燃性ガス容器（高圧ガス保安法の適用を除外

される液化ガスに限る。）  

ガス総質量５キログラムに相当する個数未満で

あること。  

(4) 火薬類（打上げ煙火を除く煙火に限る。）  

火薬類の原料をなす火薬又は爆薬の量により、

１回の使用につき、次に掲げる個数未満であるこ

と。  

ア  0.1 グラム以下のものは、 50個  

イ  0.1 グラムを超え 15 グラム以下のものは、 10

個  

指定場所  禁止行為  審  査  基  準  

撮影用セ

ットを設

ける部分  

裸火使用  

１  実験により特性の確認を行うこと。  

２  煙火は、固定して消費すること。  

３  飛散した火花が燃えつきるものであること。  

４  火花の飛散範囲は２ｍ以内であること。  

５  火花の飛散範囲内及びその範囲から周囲２ｍの

床面を防火性能を有する材料（不燃性のシート、

準不燃材料等）で覆うこと。  

６  火花の飛散範囲内及びその範囲から上方４ｍ、

周囲２ｍ以内には、可燃物を置かないこと。  

７  火花の飛散範囲内に演技者等がいないこと。  

８  火花の飛散範囲から６ｍ以内に観客がいないこ

と。  

９  消費中の煙火は、移動しないこと。  

10 煙火消費後、排煙の措置を講ずること。  

11 消火器を増設するほか、屋内消火栓設備の使用

準備をすること。  

12 火薬類取扱いに関する知識及び技術を有する専

従員が取り扱うこと。  



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 
    課等名 消防本部予防課  №  ２ 
     
許 認 可 等 事 項 名  禁止行為の解除承認（文化財保護等に関するもの） 

根拠法令及び条項  火災予防条例第２３条の２第１項 

審 
 
 
査 

 
 
基 

 
 
準 

関 係 条 項  火災予防条例施行規則第７条第４項 

基 準 
（未設定の場合 
 はその理由） 

 別紙「審査基準」による 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 
 
準 

 
処 

 
理 

 
期 

 
間 

標 準 処 理 期 間 
（未設定の場合 
 はその理由） 

 総日数 ７日（休日を含まない） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 
 
 
 
 
査 

 
 
 
 
基 

 
 
 
 
準 

基 準  別紙「審査基準」による 

 



重要文化財等審査基準 

 

 

指定場所 禁止行為 審 査 基 準 

建造物の内

部及び周囲 

喫 煙 

１ 関係者による監視体制が講じられていること。 

２ 危険物品その他の易燃性の可燃物を取り扱う場所の

付近としないこと。 

３ 喫煙設備を設けること。 

４ 消火器具を設けること。（法令設置と兼用可） 

５ 整理、清掃等の措置が講じられていること。 

裸火使用 

１ 周囲及び上方の可燃物から安全な距離が確保できる

こと。 

２ 可燃物の転倒又は落下等のおそれがないこと。 

３ 関係者による監視、消火等の体制が講じられている

こと。 

４ 消火器を設けること。 

５ 承認される範囲は、次によること。 

(1) 電気を熱源とする火気使用設備器具 

(2) 気体燃料を熱源とする火気使用設備器具 

(3) 固体燃料を熱源とする火気使用設備器具 

使用量は、１日につき木炭15㎏、練炭10㎏、豆炭５

㎏、その他の固体のもの５㎏以下であること。 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 
    課等名 消防本部予防課  №  ３ 
     
許 認 可 等 事 項 名  少量危険物等タンクの検査（合否） 

根拠法令及び条項  火災予防条例第４８条第１項 

審 
 
 
査 

 
 
基 

 
 
準 

関 係 条 項   

基 準 
（未設定の場合 
 はその理由） 

 １ 地下タンク及び移動タンク以外のタンク 
   その容量に応じ、次の表に掲げる厚さの鋼鈑又はこれと同等以上

の機械的性質を有する材料で気密に造るとともに、圧力タンクを除く

タンクにあっては水張試験において、圧力タンクにあっては最大常用

圧力の1.5倍の圧力で１０分間行う水圧試験において、それぞれ漏れ、

又は変形しないものであること。 
  ただし、固体の危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンクにあっては、

この限りではない。 
  
                     以下裏面に続く 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 
 
準 

 
処 

 
理 

 
期 

 
間 

標 準 処 理 期 間 
（未設定の場合 
 はその理由） 

 総日数 検査後３日（休日を含まない） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 
 
 
 
 
査 

 
 
 
 
基 

 
 
 
 
準 

基 準 

 
２ 地下タンク 
  厚さ 3.2 ミリメートル以上の鋼板又はこれと同等以上の機械的性質

を有する材料で気密に造るとともに、圧力タンクを除くタンクにあって

は70キロパスカルの圧力で、圧力タンクにあっては最大常用圧力の1.5
倍の圧力で、それぞれ10 分間行う水圧試験において、漏れ、又は変形

しないものであること。 
 
３ 移動タンク 

厚さ3.2ミリメートル以上の鋼板又はこれと同等以上の機械的性質を

有すパスカルの圧力で、圧力タンクにあっては最大常用圧力の1.5倍の

圧力で、それぞれ10分間行う水圧試験において、漏れ、又は変形しな

いものであること。 

タンクの容量 板の厚さ 
40 ㍑以下のもの 1.0㎜以上 
40 ㍑を超え100㍑以下のもの 1.2㎜以上 
100 ㍑を超え250㍑以下のもの 1.6㎜以上 
250 ㍑を超え500㍑以下のもの 2.0㎜以上 
500 ㍑を超え1,000㍑以下のもの 2.3㎜以上 
1,000㍑を超え2,000㍑以下のもの 2.6㎜以上 
2,000㍑を超えるもの 3.2㎜以上 

 



処 分 等 法 令 別 総 括 表 

法令の名称 消防法 課等名 予防課予防担当 

№ 条 項 号 許認可等事項名 

処分等の区分 帳 票 
の有無 
・ 

帳 票 
番 号 

申請に
対する
処 分 

審査
基準
設定 

標準
処理
期間 

不利益 
 

処 分 

処分 
 

基準 
届出 

行政 
 

指導 

１ ３ １  
屋外における火災予
防に必要な措置の命
令 

   ○ ×    

２ ５   
防火対象物の改修、除
去等の命令 

   ○ ×    

３ 
５の
２ 

  
防火対象物の使用の
禁止、停止又は制限の
命令 

   ○ ×    

４ 
５の
３ 

  
防火対象物における
火災予防に必要な措
置の命令 

   ○ ×    

５ ８ ３  
防火管理者を定める
旨の命令 

   ○ ×    



６ ８ ４  
防火管理者の行うべ
き業務についての措
置命令 

   ○ ×    

７ 
８の
２ 

５  
統括防火管理者を定
める旨の命令 

   ○ ×    

８ 
８の
２ 

６  
統括防火管理者の行
う業務についての措
置命令 

   ○ ×    

９ 
８の
２の
２ 

４  
防火対象物定期点検
虚偽等表示除去、消印
命令 

   ○ ×    

10 
８の
２の
３ 

６  
防火対象物定期点検
報告制度の特例認定
の取消し 

   ○ ×    

11 
８の
２の
３ 

８  

防火対象物定期点検
報告制度の特例認定
表示の虚偽表示除去、
消印命令 

   ○ ×    

12 
８の
２の
５ 

３  
自衛消防組織の設置
命令 

   ○ ×    



13 
11の
５ 

１  
危険物の貯蔵、取扱に
関する命令 

   ○ ×    

14 
11の
５ 

２  
移動タンク貯蔵所に
関する命令 

   〇 ×    

15 12 ２  
危険物施設の位置等
の措置命令 

   〇 ×    

16 
12の
２ 

１  
危険物施設の許可取
消、使用停止命令 

   〇 ×    

17 
12の
２ 

２  
危険物施設の使用停
止命令 

   〇 ×    

18 
12の
３ 

  
危険物施設の緊急使
用停止命令 

   〇 ×    

19 
13の
24 

  
危険物保安統括管理
者又は危険物保安監
督者等の解任命令 

   〇 ×    



20 
14の
２ 

３  予防規程の変更命令    ○ ×    

21 
16の
３ 

３  
事故時の応急措置命
令 

   ○ ×    

22 
16の
３ 

４  
事故時の応急措置命
令（移動タンク貯蔵
所） 

   ○ ×    

23 
16の
６ 

  
無許可施設等に対す
る措置命令 

   ○ ×    

24 
17の
４ 

１  
消防用設備等の設置
維持命令 

   ○ ×    

25 
17の
４ 

２  
特殊消防用設備等の
設置維持命令 

   ○ ×    

26 36 １  
防災管理者を定める
旨の命令 

   〇 ×    



27 36 １  
防災管理者の行うべ
き業務についての措
置命令 

   〇 ×    

28 36 １  
統括防災管理者を定
める旨の命令 

   〇 ×    

29 36 １  
統括防災管理者の行
う業務についての措
置命令 

   〇 ×    

30 36 １  
防災管理点検虚偽等
表示除去、消印命令 

   〇 ×    

31 36 １  
防災管理対象物定期
点検報告制度の特例
認定の取消し 

   〇 ×    

32 36 １  

防災管理対象物定期
点検報告制度の特例
認定の虚偽等表示除
去、消印命令 

   〇 ×    

             

 



 

不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １ 
     

不利益処分事項名  火災予防に必要な措置の命令 

根拠法令及び条項   消防法第３条第１項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 現実の危険または支障の排除という性質から、一般的には現場で行わ

れる処分であり、ほとんどの場合、手続法の適応除外となる。 

 しかし、後刻署長名で命令を行う等手続法の適用を受ける場合も考え

れらるが、周囲の事情に応じた具体的又は現実的な危険又は支障につい

て画一的な基準を策定することは困難である。なお、この場合は意見陳

述の機会の付与が必要で、区分は弁明となる。 

参 考 事 項  行政手続法適用 無（第３条第１項第１３号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 



 

不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２ 
     

不利益処分事項名  防火対象物の改修、除去等の命令 

根拠法令及び条項  消防法第５条 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 処分基準は必要であるが、本処分は具体的事例に即して人命危険、火

災危険を判断して行うべき性格のものであり、画一的な基準を策定する

ことを困難である。 

 

 「注」手続法第１３条第２項第１号に規定される「緊急の必要」のう

ち、「現に何かが起こり、又は起ころうとしているわけではないが、現状

をそのまま放置し、あるいは現に行われようとしていることをそのまま

見逃すといつ危険が生じないとも限らないとき、・・」に該当する事案が

ほとんどであり、意見陳述の機会の付与は、ほとんどの場合不要となる。 

 しかし、レアケースでこれ以上の場合は、意見陳述の機会の付与とし

て、弁明が必要となる。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 不要（手続法第１３条第２項第１号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ３ 
     

不利益処分事項名  防火対象物の使用の禁止、停止又は制限の命令 

根拠法令及び条項  消防法第５条の２ 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項   

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

防火対象物の位置、構造、設備又は管理の状況について、消防法令に 

より命ぜられた必要な措置の履行状況又は消防法令による命令によって 

も、引き続き次のいずれかに該当する場合は処分の対象となる。 

・火災の予防に危険であると認めること。 

・消火、避難その他の消防の活動の支障となると認めること。 

・火災が発生した場合における人命の危険を除去することができないと 

認めること。 

なお、処分の性質上、個々の事案ごとに、具体的な火災発生の危険又 

は支障について判断をせざるを得ないものであり、法令の定め以上に具 

体的な処分基準を示すことはできない。 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ４ 
     

不利益処分事項名  防火対象物における火災予防に必要な措置命令 

根拠法令及び条項  消防法第５条の３ 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

  

防火対象物において、次のいずれかに該当する場合は処分の対象とな 

る。 

・火災の予防に危険である行為と認めること。 

・火災の予防に危険である物件と認めること。 

・消火、避難その他の消防の活動に支障になる物件と認めること。 

なお、処分の性質上、個々の事案ごとに具体的な火災発生の危険又は 

支障について判断をせざるを得ないものであり、法令の定め以上に具体 

的な処分基準を示すことはできない。 

 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ５ 
     

不利益処分事項名  防火管理者を定めるべきの旨の命令 

根拠法令及び条項  消防法第８条第３項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 法文により明らかである。 

参 考 事 項  意見陳述に付与 不要（手続法第１３条第２項第３号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ６ 
     

不利益処分事項名  防火管理者の行うべき業務についての措置命令 

根拠法令及び条項  消防法第８条第４項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 処分基準は必要であるが、本処分は具体的事例に即して防火管理上必

要が業務（適正な業務）を判断して行うべき性格のものであり、画一的

な基準を策定することは困難である。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 要 弁明 

設 定 等 年 月 日 平成１１ ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ７ 
     

不利益処分事項名  統括防火防火管理者を定める旨の命令 

根拠法令及び条項  消防法第８条の２第５項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 統括防火管理者の選任義務のある防火対象物において、統括防火管理 

者が定められていないと認める場合は処分の対象となる。 

 

 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成２６年 ４月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ８ 
     

不利益処分事項名  統括防火管理者の行う業務についての措置命令 

根拠法令及び条項  消防法第８条の２第６項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 統括防火管理者の選任義務のある防火対象物において、統括防火管理 

者の行うべき防火管理上必要な業務が法令の規定又は消防法第８条の２ 

第１項の消防計画に従って行われていないと認める場合は処分の対象と 

なる。 

 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成２６年 ４月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ９ 
     

不利益処分事項名  防火対象物定期点検虚偽等表示除去、消印命令 

根拠法令及び条項  消防法第８条の２の２第４項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 次のいずれかに該当する場合は処分の対象となる。 

・防火対象物点検基準に適合しないで表示が付されていること。 

・総務省令で定められている表示と紛らわしい表示が付されていること。 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成１５年１０月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １０ 
     

不利益処分事項名  防火対象物定期点検報告制度の特例認定の取消し 

根拠法令及び条項  消防法第８条の２の３第６項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 防火対象物定期点検報告制度の特例認定を受けた防火対象物につい 

て、次のいずれかに該当する場合は処分の対象となる。 

・偽りその他不正な手段により当該認定を受けたことが判明したこと。 

・消防法令による命令がされたこと。 

・特例認定の基準に該当しなくなったこと。 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成１５年１０月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １１ 
     

不利益処分事項名  防火対象物定期点検報告制度の特例認定表示の虚偽表示除去、消印命令 

根拠法令及び条項  消防法第８条の２の３第８項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 次のいずれかに該当する場合は処分の対象となる。 

・防火対象物定期点検報告制度の特例基準に適合しないで表示が付され 

ていること。 

・総務省令で定められている表示と紛らわしい表示が付されていること。 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成１５年１０月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １２ 
     

不利益処分事項名  自衛消防組織の設置命令 

根拠法令及び条項  消防法第８条の２の５第３項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

自衛消防組織を置かなければならない防火対象物において、自衛消防 

組織が置かれていないと認める場合は処分の対象となる。 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成２１年 ６月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １３ 
     

不利益処分事項名  危険物の貯蔵、取扱に関する命令 

根拠法令及び条項  消防法第１１条の５第１項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 法文により明らかである。 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １４ 
     

不利益処分事項名  移動タンク貯蔵所に関する命令 

根拠法令及び条項  消防法第１１条の５第２項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 法文により明らかである。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 不要（手続法第１３条第２項第１号、３号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １５ 
     

不利益処分事項名  危険物施設の位置等の措置命令 

根拠法令及び条項   消防法第１２条第２項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 法文により明らかである。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 不要（手続法第１３条第２項第１号、３号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １６ 
     

不利益処分事項名  危険物施設の許可取消、使用停止命令 

根拠法令及び条項   消防法第１２条の２第１項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 いかなる場合に処分を行うかについては、法文により明らかである。

しかし、許可の取消し、使用停止、使用停止期間については具体的に定

める必要があるが、個別に判断すべきせいかくのものであり、画一的な

基準を作成することは困難である。 

 なお、取消し処分については、以下の場合等に行うものとする。 

（１） 許可を受けていないで製造所等の位置、構造及び設備を変更し

たとき 

（２） 完成検査前に製造所等を使用したとき 

（３） 製造所等の位置、構造及び設備に係る措置命令を変更したとき 

（４） 保安検査に関する規定に違反したとき 

（５） 定期点検に関する規定に違反したとき 

参 考 事 項 
 意見陳述の機会の付与 要 聴聞（取消しの場合）弁明（使用停止の

場合） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １７ 
     

不利益処分事項名  危険物施設の使用停止命令 

根拠法令及び条項   消防法第１２条の２第２項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 法文により明らかである。使用停止の期間については、違反是正のた

めに必要な期間である。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 弁明 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １８ 
     

不利益処分事項名  危険物施設の緊急使用停止命令等 

根拠法令及び条項   消防法第１２条の３ 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 処分基準は必要であるが、本処分は個別具体的事例ごとに判断すべき

性格のものであり、画一的な基準を作成することは困難である。 

 本処分は、公共の安全の維持又は災害防止のため緊急の必要がある場

合に行われるものである。 

 公共の安全の維持又は災害防止のため緊急の必要があるとは、製造所

等又はその周囲の状況が公共の安全の維持のうえで危険な状態となった

場合で、危険な状態が当該危険物施設にあるか否かを問わないものであ

ることに留意されたい。 

 なお、消防法の一部を改正する法律について（昭和４９年６月２５日

付消防予第９１号、消防安第６６号）第２の２を参照されたい。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 不要（手続法第１３条第２項第１号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １９ 
     

不利益処分事項名  危険物保安統括管理者又は危険物保安監督者等の解任命令 

根拠法令及び条項   消防法第１３条の２４ 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 前段の規定違反については、法文により明らかである。後段の「これ

らの者にその業務を行わせることが公共の安全の維持若しくは災害の発

生の防止に支障を及ぼすおそれがあると認めるときは」については、処

分の基準が必要となるが、具体的な事例に即して判断すべきものであり、

画一的な基準を作成することは困難である。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 要 聴聞 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２０ 
     

不利益処分事項名  予防規定の変更命令 

根拠法令及び条項   消防法第１４の２第３項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 処分基準は必要であるが、具体的な事例に即して判断すべきものであ

り、画一的な基準を作成することは困難である。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 要 聴聞 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２１ 
     

不利益処分事項名  事故時の応急措置命令 

根拠法令及び条項   消防法第１６条の３第３項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 法文により明らかである。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 不要（手続法第１３条第２項第１号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２２ 
     

不利益処分事項名  事故時の応急措置命令（移動タンク貯蔵所） 

根拠法令及び条項   消防法第１６条の３第４項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 法文により明らかである。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 不要（手続法第１３条第２項第１号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２３ 
     

不利益処分事項名  無許可施設等に対する措置命令 

根拠法令及び条項   消防法第１６条の６ 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 法文により明らかである。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 不要（手続法第１３条第２項第１号、３号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２４ 
     

不利益処分事項名  消防用設備等の設置維持命令 

根拠法令及び条項   消防法第１７条の４第１項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 法文により明らかである。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 不要（手続法第１３条第２項第１号、３号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 
 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２５ 
     

不利益処分事項名  特殊消防用設備等の設置維持命令 

根拠法令及び条項   消防法第１７条の４第２項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 法文により明らかである。 

参 考 事 項  意見陳述の機会の付与 不要（手続法第１３条第２項第１号、３号） 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２６ 
     

不利益処分事項名  防災管理者を定める旨の命令 

根拠法令及び条項   消防法第３６条第１項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 防災管理者の選任義務のある建築物その他工作物において、防災管理 

者が定められていないと認める場合は処分の対象となる。 

参 考 事 項   

設 定 等 年 月 日 平成２６年 ４月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２７ 
     

不利益処分事項名  防災管理者の行うべき業務についての措置命令 

根拠法令及び条項   消防法第３６条第１項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 防災管理者の選任義務のある建築物その他の工作物において、防災管 

理者の行うべき防災管理上必要な業務が法令の規定又は消防計画に従っ 

て行われていないと認める場合は処分の対象となる。 

 

 

参 考 事 項   

設 定 等 年 月 日 平成２６年 ４月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２８ 
     

不利益処分事項名  統括防災管理者を定める旨の命令 

根拠法令及び条項   消防法第３６条第１項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 統括防災管理者の選任義務のある建築物その他の工作物において、統 

括防災管理者が定められていないと認める場合は処分の対象となる。 

参 考 事 項   

設 定 等 年 月 日 平成２６年 ４月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２９ 
     

不利益処分事項名  統括防災管理者の行う業務についての措置命令 

根拠法令及び条項   消防法第３６条第１項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 統括防災管理者の選任義務のある建築物その他の工作物において、統 

括防災管理者の行うべき防災管理上必要な業務が法令の規定又は消防計 

画に従って行われていないと認める場合は処分の対象となる。 

参 考 事 項   

設 定 等 年 月 日 平成２６年 ４月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ３０ 
     

不利益処分事項名  防災管理点検虚偽等表示除去、消印命令 

根拠法令及び条項   消防法第３６条第１項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 次のいずれかに該当する場合は処分の対象となる。 

・防災管理点検基準に適合しないで表示が付されていること。 

・総務省令で定められている表示と紛らわしい表示が付されていること。 

参 考 事 項   

設 定 等 年 月 日 平成２６年 ４月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ３１ 
     

不利益処分事項名  防災管理対象物定期点検報告制度の特例認定の取消し 

根拠法令及び条項   消防法第３６条第１項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 防災管理点検報告制度の特例認定を受けた建築物その他の工作物につ 

いて、次のいずれかに該当する場合は処分の対象となる。 

・偽りその他不正な手段により当該認定を受けたことが判明したこと。 

・消防法令による命令がされたこと。 

・特例認定の基準に該当しなくなったこと。 

参 考 事 項   

設 定 等 年 月 日 平成２６年 ４月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 



不利益処分の処分基準 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ３２ 
     

不利益処分事項名  防災管理対象物定期点検報告制度の特例認定の虚偽等表示除去、消印命令 

根拠法令及び条項   消防法第３６条第１項 

処 

 

 

 

 

分 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 次のいずれかに該当する場合は処分の対象となる。 

・防災管理点検報告制度の特例基準に適合しないで表示が付されている 

こと。 

・総務省令で定められている表示と紛らわしい表示が付されていること。 

参 考 事 項   

設 定 等 年 月 日 平成２６年 ４月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

 



処 分 等 法 令 別 総 括 表 

法令の名称 消防法 課等名 予防課予防担当 

№ 条 項 号 許認可等事項名 

処分等の区分 帳 票 
の有無 
・ 

帳 票 
番 号 

申請に
対する
処 分 

審査
基準
設定 

標準
処理
期間 

不利益 
 

処 分 

処分 
 

基準 
届出 

行政 
 

指導 

１ ８ 2の3 １ 
防火対象物の定期点
検報告制度の特例認
定 

〇 × 〇      

２ 10 １  
危険物仮貯蔵・仮取扱
承認 

〇 × 〇      

３ 11 １  
危険物製造所等設
置・変更許可 

〇 × 〇      

４ 11 ５  
危険物製造所等完成
検査 

〇 × 〇      

５ 11 ５  
危険物製造所等仮使
用承認 

〇 × 〇      



６ 
11の
２ 

１  
危険物製造所等完成
検査前検査 

〇 × 〇      

７ 
14の
２ 

１  
予防規定制定・変更認
可 

〇 × 〇      

８ 
14の
３ 

１  定期保安検査申請 〇 × 〇      

９ 
14の
３ 

２  臨時保安検査申請 〇 × 〇      

10 36 1  
防災管理対象物の定
期点検報告制度の特
例認定 

〇 × 〇      

11 ８ ４  
完成検査済証の再交
付（危険物の規制に関
する政令） 

〇 ○ 〇      

12 
８の
４ 

２  
保安検査時期変更承
認申請（危険物の規制
に関する政令） 

〇 ○ 〇      

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １ 
     

許 認 可 等 事 項 名  防火対象物の定期点検報告制度の特例認定 

根拠法令及び条項  消防法第８条の２の３第１項 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

未設定 

※ 根拠条項（消防法第８条の２の３第１項各号、消防法施行規則第

４条の２の８）の規定上明らかであるため。 

参 考 事 項  消防機関の行政手続指針 

設 定 等 年 月 日 平成  年  月  日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 ３０日 

設 定 等 年 月 日 平成１５年 ４月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ２ 
     

許 認 可 等 事 項 名  危険物仮貯蔵・仮取扱承認 

根拠法令及び条項  消防法第１０条第１項ただし書 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 危険物の規制に関する政令、同規則、及び鎌倉市危険物審査指針のと

おり。 

参 考 事 項  消防機関の行政手続指針 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 総日数 ７日数 

 

 休日等及び書類の補正に要する期間は算入しない。 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ３ 
     

許 認 可 等 事 項 名  危険物製造所等設置・変更許可 

根拠法令及び条項  消防法第１１条第１項 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項   

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 危険物の規制に関する政令、同規則、及び鎌倉市危険物審査指針のと

おり。 

参 考 事 項  消防機関の行政手続指針 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 総日数  １４日間 

 

 休日等及び書類の補正に要する期間は算入しない。 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ４ 
     

許 認 可 等 事 項 名  危険物製造所等完成検査 

根拠法令及び条項  消防法第１１条第５項 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 危険物の規制に関する政令、同規則、及び鎌倉市危険物審査指針のと

おり。 

参 考 事 項  消防機関の行政手続指針 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

  総日数 ７日数 

 

  １ 休日等及び書類の補正に要する期間は算入しない。 

  ２ 申請日から検査日の前日までの期間は算入しない。 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ５ 
     

許 認 可 等 事 項 名  危険物製造所等仮使用承認 

根拠法令及び条項  消防法第１１条第５項ただし書 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 危険物の規制に関する政令、同規則、及び鎌倉市危険物審査指針のと

おり。 

参 考 事 項  消防機関の行政手続指針 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 総日数 １４日数 

 

 休日等及び書類の補正に要する期間は算入しない。 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ６ 
     

許 認 可 等 事 項 名  危険物製造所等完成検査前検査 

根拠法令及び条項  消防法第１１条の２第１項 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 危険物の規制に関する政令、同規則、及び鎌倉市危険物審査指針のと

おり。 

参 考 事 項  消防機関の行政手続指針 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 総日数 ７日数 

 

 １ 休日等及び書類の補正に要する期間は算入しない。 

 ２ 申請日から検査日の前日までの期間は算入しない。 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ７ 
     

許 認 可 等 事 項 名  予防規定制定・変更認可 

根拠法令及び条項  消防法第１４条の２第１項 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 危険物の規制に関する政令、同規則のとおり。 

参 考 事 項  消防機関の行政手続指針 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 総日数 １４日数 

 

 休日等及び書類の補正に要する期間は算入しない。 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ８ 
     

許 認 可 等 事 項 名  定期保安検査申請 

根拠法令及び条項  消防法第１４条の３第１項 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 消防法、危険物の規制に関する政令、同規則のとおり。 

参 考 事 項  消防機関の行政手続指針 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 総日数 ３０日数 

 

 休日等及び書類の補正に要する期間は算入しない。 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  ９ 
     

許 認 可 等 事 項 名  臨時保安検査申請 

根拠法令及び条項  消防法第１４条の３第２項 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 消防法、危険物の規制に関する政令、同規則のとおり。 

参 考 事 項  消防機関の行政手続指針 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 総日数 ３０日数 

 

 休日等及び書類の補正に要する期間は算入しない。 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １０ 
     

許 認 可 等 事 項 名  防災管理対象物の定期点検報告制度の特例認定 

根拠法令及び条項    消防法第３６条第１項 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 未設定 

 ※ 根拠条項（消防法第３６条第１項において準用する同法第８条の

２の３第１項）の規定上明らかであるため。 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 平成  年  月  日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 ３０日 

設 定 等 年 月 日 平成１５年 ４月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １１ 
     

許 認 可 等 事 項 名  完成検査済証の再交付 

根拠法令及び条項  危険物の規制に関する政令第８条第４項 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項  

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 危険物の規制に関する規則のとおり。 

参 考 事 項  消防機関の行政手続指針 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 総日数 ７日数 

 

 休日等及び書類の補正に要する期間は算入しない。 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

    課等名 消防本部予防課  №  １２ 
     

許 認 可 等 事 項 名  保安検査時期変更承認申請 

根拠法令及び条項  危険物の規制に関する政令第８条の４第２項ただし書 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

関 係 条 項   

基 準 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 危険物の規制に関する政令、同規則のとおり。 

参 考 事 項  消防機関の行政手続指針 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 

標 

 

準 

 

処 

 

理 

 

期 

 

間 

標 準 処 理 期 間 

（未設定の場合 

 はその理由） 

 総日数  ７日間 

 

 休日等及び書類の補正に要する期間は算入しない。 

設 定 等 年 月 日 平成１１年 ７月 １日設定（平成  年  月  日最終変更） 



 

 

審 

 

 

 

 

査 

 

 

 

 

基 

 

 

 

 

準 

基 準  

 


	01 かがみ
	02 処分等法令別総括表【条例】
	03 -1申請に対する処分の審査基準・標準処理期間　個票【条例】 
	04 劇場等審査基準
	03 -2申請に対する処分の審査基準・標準処理期間　個票【条例】  
	05 重要文化財等審査基準
	03 -3申請に対する処分の審査基準・標準処理期間　個票【条例】  
	06 処分等法令別総括表
	07 不利益処分の処分基準　個票
	08 処分等法令別総括表【消防法】【危政令】
	09 申請に対する処分の審査基準・標準処理期間　個票 【消防法】
	10 申請に対する処分の審査基準・標準処理期間　個票【危政令】

